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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第９期

第３四半期累計期間
第８期

会計期間
自2022年９月１日
至2023年５月31日

自2021年９月１日
至2022年８月31日

売上高 (千円) 3,109,763 3,338,001

経常損失（△） (千円) △14,876 △161,784

四半期（当期）純損失（△） (千円) △29,096 △145,053

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － －

資本金 (千円) 49,900 49,900

発行済株式総数 (株) 1,557,960 1,557,960

純資産額 (千円) 980,942 1,010,402

総資産額 (千円) 1,764,381 2,089,456

１株当たり四半期（当期）純損失
（△）

(円) △18.67 △95.48

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益

(円) － －

１株当たり配当額 (円) － －

自己資本比率 (％) 55.6 48.3

回次
第９期

第３四半期会計期間

会計期間
自2023年３月１日
至2023年５月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 4.19

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用する関連会社がないため、記載しておりませ

ん。

３．第８期及び第９期第３四半期累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、

潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので記載してお

りません。

４．当社は、第８期第３四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第８期第３四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

５．１株当たり配当額については、配当を実施していないため記載しておりません。

６．2023年３月６日開催の取締役会決議により、2023年３月７日付で普通株式１株につき200株の株式分割を行っ

ておりますが、第８期の期首に株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純損失（△）を算

定しております。

７．2023年７月４日開催の臨時株主総会決議により、2023年７月５日付で普通株式５株につき１株の株式併合を

行っておりますが、第８期の期首に株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純損失（△）

を算定しております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たに発生したリスクはありません。また、新規上場申請のための有価証券報告

書（Iの部）に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は、前第

３四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分析は行ってお

りません。

(1）経営成績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルスの感染状況が一定の収束を見せ、2023年５月８

日から季節性インフルエンザなどと同じ「５類感染症」へと移行し、行動制限の緩和等により社会経済活動の持ち直

しの動きが見られました。一方で、エネルギー・原材料価格の高騰や急激な円安などによる物価上昇に加え、長期金

利の上昇懸念など先行きは依然として不透明な状況が続いております。

当社が展開するサービスを取り巻く環境としましては、少子高齢化が進行し、生産年齢人口の減少により、企業に

おける採用難の状況が発生しております。特に、「第40回ワークス大卒求人倍率調査」（出所：リクルートワークス

研究所）によりますと、2024年３月卒業予定の大学生・大学院生を対象とした求人倍率について、倍率１倍前後で推

移している従業員規模300人以上の企業と比べ、300人未満の中小企業における求人倍率は6.19倍と非常に高く推移し

ており、深刻な人材不足の状況が続いております。そのような中、業務の効率化やコスト競争力の強化、売上拡大な

どに繋がるアウトソーシングサービスといった人材不足を解消するための底堅い需要に加え、コロナ禍において、企

業規模・業種を問わず多くの企業においてリモートワークの導入・活用が進み、地理的な制限を取り払った新しい働

き方や採用活動が進むなど、出社を中心としたコロナ禍以前の働き方と比較して、新しい働き方・新しい生活様式

（ニューノーマル）が広く浸透しております。

当社は、「リモートワークを当たり前にする」をミッションに掲げて創業し、日本において「リモートアシスタン

ト」が認知されていない時期から、バックオフィス業務などをオンラインで代行するアシスタントサービス「CASTER

BIZ」の提供を開始し、「リモートアシスタント」市場を形成してまいりました。「働き方改革関連法」が施行された

2019年４月には、導入企業数累計が1,000社に到達し、その後、各専門分野に特化した「CASTER BIZ」姉妹サービスや

既存サービスの海外展開を開始しております。2023年４月には、コンサルティングサービスを提供していた

「bizhike」の後継サービスとして、新たに「CASTER BIZ セールスマーケ」の提供を開始しております。この結果、

全社におけるサービス導入企業数累計は2023年５月末で約4,100社へと拡大いたしました。

当社サービスの認知・利用が拡大している一方で、行動制限の緩和に伴ってコロナ禍以前と同様に出社を求める企

業も一定でてきておりますが、引き続きリモートワークを維持したいという層から当社求人への応募は増えており、

採用活動への追い風となっております。

このような事業環境のもと、創業から今日まで、当社は10以上のサービスを開発・展開し、対応可能なセグメント

を拡大しており、今後もミッションの実現のため、あらゆる仕事のリモートワーク化の推進に取り組んで参ります。

既存のコア事業であるWaaS事業の成長と、それにより創出された事業資金をもとに新規事業を企画・開発し、直近で

は既存事業の海外展開に注力しており、全社を通じて、積極的な広告投資、広告投資による事業成長にあわせた人員

の採用を実施しております。

以上の結果、当第３四半期累計期間の経営成績は、売上高3,109,763千円、営業損失19,725千円、経常損失14,876千

円、四半期純損失29,096千円となりました。

セグメントごとの業績は次のとおりであります。

（WaaS事業）

WaaS事業は、WEB広告による継続的な広告投資とそれに伴う安定的な集客、営業努力による受注力の向上により、当

社サービスを利用する顧客企業数は堅調で、売上高もそれに伴い堅調に推移しております。販管費については、前述
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したWEB広告による継続的な広告投資とあわせて広告投資の効率化の向上に取り組んでいるほか、利益創出のため各種

費用の見直しを行なっております。

この結果、売上高2,480,727千円、セグメント利益（営業利益）487,147千円となりました。

（その他事業）

その他事業は、中小企業が採用難である状況を受けてリモート人材の紹介・派遣の需要が増加し、売上高は引き続

き堅調に推移しております。販管費については、新規事業として新たに海外事業が加わったことから、立ち上げに伴

った先行投資を積極的に行なっております。

この結果、売上高629,035千円、セグメント損失（営業損失）107,504千円となりました。

(2）財政状態の分析

(資産)

当第３四半期会計期間末における資産合計は1,764,381千円となり、前事業年度末に比べ325,074千円減少いたしま

した。これは主に、売掛金5,226千円、有形固定資産6,606千円が増加しているものの、現金及び預金312,090千円、そ

の他の流動資産14,103千円が減少したことによるものであります。

(負債)

当第３四半期会計期間末における負債合計は783,438千円となり、前事業年度末に比べ295,615千円減少いたしまし

た。これは主に、１年内返済予定の長期借入金91,108千円が増加しているものの、１年内償還予定の社債200,000千

円、契約負債22,040千円、その他の流動負債39,994千円、長期借入金122,216千円が減少したことによるものでありま

す。

(純資産)

当第３四半期会計期間末における純資産合計は980,942千円となり、前事業年度末に比べ29,459千円減少いたしまし

た。これは主に、利益剰余金29,096千円が減少したことによるものであります。

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

新規上場申請のための有価証券報告書（Iの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

(4）経営方針・経営戦略等

当第３四半期累計期間において、経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありま

せん。

(6）研究開発活動

該当事項はありません。

(7）従業員数

当第３四半期累計期間において、業容拡大に伴う新規採用により、従業員が15名増加しております。

なお、従業員数は就業人員であり、業務委託契約による登録社員数は含まれておりません。

(8）設備の状況

当第３四半期累計期間において、著しい変動はありません。
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(9）経営成績に重要な影響を与える要因

当第３四半期累計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 31,000,000

計 31,000,000

（注) １．2023年２月15日開催の取締役会決議により、2023年２月24日付でA１種優先株式9,990株、A２種優先株式

4,333株、B種優先株式4,857株、C種優先株式5,358株及びD種優先株式4,411株の全てを自己株式として取得

し、対価として当該優先株主に当該優先株式１株につき、それぞれ普通株式１株を交付しております。また、

当社が取得したA１種優先株式、A２種優先株式、B種優先株式、C種優先株式及びD種優先株式の全てについ

て、同取締役会において会社法第178条の規定に基づき消却することを決議し、2023年２月24日付で消却して

おります。

２．2023年３月６日開催の臨時株主総会決議により、2023年３月６日付でA１種優先株式、A２種優先株式、Ｂ種

優先株式、C種優先株式及びD種優先株式に関する定款の定めが廃止されております。また、同日付で株式分

割に伴う定款変更が行われ、発行可能株式総数は30,900,000株増加し、31,000,000株となっております。

３．2023年７月４日開催の臨時株主総会決議により、2023年７月５日付で普通株式５株につき１株の割合で株式

併合を行っております。また、同日付で定款変更が行われ、発行可能株式総数は24,768,160株減少し、

6,231,840株となっております。

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年８月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,789,800 1,557,960 非上場
単元株式数は100株でありま
す。

計 7,789,800 1,557,960 ― ―

（注)１．2023年３月６日開催の取締役会決議により、2023年３月７日付で普通株式１株を200株に株式分割いたしま

した。これにより株式数は7,750,851株増加し、発行済株式総数は7,789,800株となっております。

２．2023年７月５日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。これにより、発行済株式

総数は6,231,840株減少し、1,557,960株となっております。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年３月７日
（注）１

7,750,851 7,789,800 ― 49,900 － 1,418,815

(注) １．2023年３月７日付で普通株式１株を200株に株式分割し、これに伴い発行済株式総数が7,750,851株増加して

7,789,800株となっております。

２．2023年７月５日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合し、これにより、発行済株式総数が

6,231,840株減少して1,557,960株となっております。

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

7,789,800
77,898 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 7,789,800 ― ―

総株主の議決権 ― 77,898 ―

（注) １．2023年２月15日開催の取締役会決議により、2023年２月24日付でA１種優先株式9,990株、A２種優先株式

4,333株、B種優先株式4,857株、C種優先株式5,358株及びD種優先株式4,411株の全てを自己株式として取得

し、対価として当該優先株主に当該優先株式１株につき、それぞれ普通株式１株を交付しております。また、

当社が取得したA１種優先株式、A２種優先株式、B種優先株式、C種優先株式及びD種優先株式の全てについ

て、同取締役会において会社法第178条の規定に基づき消却することを決議し、2023年２月24日付で消却して

おります。

２．2023年３月６日開催の取締役会決議により、2023年３月７日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分

割を行っております。これにより、発行済株式総数が7,750,851株増加して7,789,800株となっております。

３．2023年３月６日開催の臨時株主総会において、2023年３月６日付で１単元を100株とする単元株制度を採用

しております。

４．2023年７月４日開催の臨時株主総会決議により、2023年７月５日付で普通株式５株につき１株の割合で株式

併合を行っております。これにより、発行済株式総数が6,231,840株減少して1,557,960株となっておりま

す。

② 【自己株式等】

該当事項はありません。
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第３四半期会計期間(2023年３月１日から2023年５月31日まで)及び第３四半期累計期間(2022

年９月１日から2023年５月31日まで)に係る四半期財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビュ

ーを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

４．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2022年８月31日)

当第３四半期会計期間
(2023年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,792,314 1,480,224

売掛金 229,592 234,819

その他 44,281 30,178

貸倒引当金 △3,404 △3,172

流動資産合計 2,062,784 1,742,049

固定資産

有形固定資産 635 7,242

無形固定資産

のれん 4,281 3,211

無形固定資産合計 4,281 3,211

投資その他の資産

その他 21,754 12,234

貸倒引当金 － △356

投資その他の資産合計 21,754 11,877

固定資産合計 26,671 22,331

資産合計 2,089,456 1,764,381

負債の部

流動負債

買掛金 41,534 35,993

短期借入金 30,000 30,000

1年内償還予定の社債 200,000 －

1年内返済予定の長期借入金 8,892 100,000

未払費用 317,119 320,400

未払法人税等 3,704 2,778

契約負債 176,448 154,408

その他 179,139 139,145

流動負債合計 956,837 782,726

固定負債

長期借入金 122,216 －

退職給付引当金 － 712

固定負債合計 122,216 712

負債合計 1,079,053 783,438

純資産の部

株主資本

資本金 49,900 49,900

資本剰余金 1,440,249 1,440,249

利益剰余金 △480,109 △509,206

株主資本合計 1,010,039 980,942

新株予約権 362 －

純資産合計 1,010,402 980,942

負債純資産合計 2,089,456 1,764,381

　



― 11 ―

(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

(単位：千円)
当第３四半期累計期間
(自 2022年９月１日
至 2023年５月31日)

売上高 3,109,763

売上原価 1,913,916

売上総利益 1,195,847

販売費及び一般管理費 1,215,572

営業損失（△） △19,725

営業外収益

受取利息 11

補助金収入 12,339

その他 4,673

営業外収益合計 17,023

営業外費用

支払利息 6,393

上場関連費用 3,690

その他 2,090

営業外費用合計 12,173

経常損失（△） △14,876

特別利益

新株予約権戻入益 362

特別利益合計 362

税引前四半期純損失（△） △14,513

法人税、住民税及び事業税 2,778

法人税等調整額 11,805

法人税等合計 14,583

四半期純損失（△） △29,096

　



― 12 ―

【注記事項】

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累

計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のと

おりであります。

当第３四半期累計期間
（自2022年９月１日
至2023年５月31日）

減価償却費 491千円

のれんの償却額 1,070

(株主資本等関係)

当第３四半期累計期間(自2022年９月１日 至2023年５月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の金額の著しい変動に関する事項

　当社は、2023年２月15日開催の取締役会決議に基づき2023年２月24日付でA１種優先株式、A２種優先株式、

B種優先株式、C種優先株式及びD種優先株式の全てを自己株式として取得し、対価としてA１種優先株式、A２

種優先株式、B種優先株式、C種優先株式及びD種優先株式１株につき、それぞれ普通株式１株を交付しており

ます。また、当社が取得したA１種優先株式、A２種優先株式、B種優先株式、C種優先株式及びD種優先株式の

全てについて、同取締役会において会社法第178条の規定に基づき消却することを決議し、2023年２月24日付

で消却しております。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第３四半期累計期間（自2022年９月１日 至2023年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント

合計
調整額

（注）１

四半期

損益計算書

計上額

（注）２

WaaS事業 その他事業 計

売上高

外部顧客への売上高 2,480,727 629,035 3,109,763 3,109,763 － 3,109,763

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － －

計 2,480,727 629,035 3,109,763 3,109,763 － 3,109,763

セグメント利益又は損

失（△）
487,147 △107,504 379,642 379,642 △399,368 △19,725

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△399,368千円は、各報告セグメントに配分していない全社

費用であり、主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る経費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社は、売上高をセグメント情報の報告セグメントの区分に基づき分解するとともに、その他事業について

は、さらに財・サービスの区分により分解しております。

当第３四半期累計期間（自2022年９月１日 至2023年５月31日）

（単位：千円）

WaaS事業

WaaS 2,480,727

計 2,480,727

その他事業

在宅派遣 582,719

その他 46,315

計 629,035

顧客との契約から生じる収益 3,109,763

外部顧客への売上高 3,109,763

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第３四半期累計期間
（自2022年９月１日
至2023年５月31日）

１株当たり四半期純損失（△） △18.67円

（算定上の基礎）

四半期純損失（△）（千円） △29,096

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △29,096

普通株式の期中平均株式数（株） 1,557,960

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要

－

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上

場であるため、期中平均株価が把握できませんので、記載しておりません。

２．2023年３月７日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割をしております。また、2023年７月

５日付で普通株式５株を１株に併合しております。当事業年度の期首に当該株式分割および株式併

合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純損失（△）を算定しております。
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(重要な後発事象)

１．定款の一部変更

　当社は、2023年７月４日開催の臨時株主総会において、定款の一部を変更しております。

（１）変更の理由

上場後の株価形成の見通しを鑑み、発行可能株式総数を変更いたしました。

（２）変更の内容

（発行可能株式総数の変更）

変更前の発行可能株式総数 31,000,000株

今回の変更により減少する発行可能株式総数 24,768,160株
変更後の発行可能株式総数 6,231,840株

（３）変更の効力発生日

2023年７月５日

２．株式併合

　当社は、2023年６月19日開催の取締役会において、2023年７月４日開催の臨時株主総会に株式併合について付

議することを決議し、同臨時株主総会で承認可決されております。

（１）株式併合の目的

当社は、上場後の株価形成の見通しを鑑み、普通株式５株を１株の割合をもって併合いたしました。

（２）株式併合の概要

①併合の方法

2023年７月５日を基準日とし、同日の最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有する普通株式５株

につき１株の割合をもって併合いたしました。

②併合により減少した株式数

株式併合前の発行済株式総数 7,789,800株
株式併合により減少する株式数 6,231,840株
株式併合後の発行済株式総数 1,557,960株

③株式併合の効力発生日

　2023年７月５日

④１株当たり情報に及ぼす影響

　「１株当たり情報」は、当該株式併合が当事業年度の期首に行われたと仮定して算出しており、これによる

影響については、当該箇所に反映されております。
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（３）新株予約権の行使価額の調整

今回の株式併合に伴い、2023年７月５日以降に行使する新株予約権の１株当たりの行使価額を以下のとおり

調整いたします。

新株予約権の名称 調整前行使価額 調整後行使価額

第８回新株予約権 375円 1,875円

第10回新株予約権 385円 1,925円

第11回新株予約権 490円 2,450円

第13回新株予約権 750円 3,750円

第14回新株予約権 750円 3,750円

第15回新株予約権 750円 3,750円

（４）資本金の額の変更

今回の株式併合による資本金の額の変更はございません。

　



― 16 ―

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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